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令和5年3月22日

令和5年度弁護士任官者研究会参加者殿
、

司法研修所事務局長一場康宏

令和5年度弁護士任官者研究会について(事務連絡）

標記の研究会について､下記のとおりお知らせします。

記

日程

日程表（案）のとおり

研究場所・実施方法等

参加者は、 ウェブ会議用アプリケ

1

2

｢Zoom」を使用して、カリキュラム－シヨン

に参加する。

3参加者

： 参加者名簿のとおり

ヘ



令和5年度弁護士任官者研究会

日 程 表 （案)。

ノ

月 日 曜 実施内容

4 6 木

10:00

説明と意見交換

12:30

｢裁判所の組織と組織運営、
職員制度の概要と裁判官の服
務等」

最高裁人事局任用課長

高田公輝

司研教官

河本雅也

13:30 14：10

DVD視聴と意見交換

｢職場におけるセクシュ
アル・ハラスメントの防

止について」

司研教官

河本雅也

14:30 16：30

座談会

｢弁護士と裁判官の間」

横浜地裁部総括判事

藤岡

司研教官

、 ■ -

得

河本雅也
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令和5年度弁護士任官者研究会

参加者名簿
備 考氏 名高裁管内 本務庁等

水 穂大阪高裁 丸大阪 山

合計1 人
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参 考 資･ 料 目 次

1 下級裁判所裁判官指名諮問委員会について、 。 6 ． 1

2 裁判官第二カードについて ・ ・ 。 2

3 裁判官の人事評価につい‘て 。 ・ 64

4裁判官第三カードについて 。 ・ ・ 6

・5 裁判官の人事評価:に関する規則（平成’6年1月7日最高裁判所規則

第1号） ・ ･ ・ 8

6 裁判官の人事評価に関する規則の運用について､(平成’6年3月26日最高裁判

所事務総長依命通達） ・ g o 10

7 裁判官の人事評価の実施等について（平成’6年3月26日最高裁判所事務総局

人事局長通達） ． ・ ・ ・ 17

8裁判官の給与 ・ ・ ・20

9 裁判官。検察官の給与月額表 …・25

10裁判官の休暇・休業について ・ ･ ．27

11 裁判官及び裁判官の秘書官の年次休暇等に関する規程（昭和60年12

月18日最高裁判所規程第5号） （抄） ・ . ､37

，2下級裁判所の裁判官の休暇等の取扱要綱（昭和52年’月13日高裁長

官事務打合せにおける申合せ） ・ ・ 938

、 ’3 裁判官の兼職について ． ‘。 ・41

14 インターネヅトを利用する際の服務規律の遵守について ・ ・ ・47

15裁判官の旧姓使用について ・ ・ ・ 53

. 16裁判官の倫理について ・ ・ ・54

17裁判所における一般職の職員 。 ・ ・ 62

－-"-参考添付）

’ 、 各種ｲ、ラスメントの防止等について（平成28年12月2‘日:最高裁判
所事務総長通達） ・ ･ も6．9

．: 人事院規則’0－10 （セクシュアル・ハラスメントの防止等）及び
． 。． 1 ．

その運用について ・ ・ ・74

。 人事院規則10－:15 （妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメン

トの防止等）及びその運用について． . ， 。 87

・ 人事院規則.10-16 （パワー・ハラスメントの防止等） ．及び

その運用について ． 。 ．・ 99
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資料目録(行政局）

行政訴訟事件

【行1】行政訴訟事件新受･既済･未済件数及び本人訴訟率

【行2】行政訴訟事件既済平均審理期間及び長期未済事件の審理期間別事件数

【行3】行政訴訟事件事件類型別新受件数

国家賠償事件

【国1】国家賠償訴訟事件新受件数及び本人訴訟率

【国2】国家賠償訴訟事件新受件数における被告の別

【国3】国家賠償訴訟事件新受件数における請求類型の別

【国4】国家賠償訴訟事件事件類型別新受件数

ノ

／

労働関係事件

【労1】労働関係民事通常訴訟事件新受･既済･未済件数及び平均審理期間

【労2】労働関係民事通常訴訟事件既済事件における合議･単独事件の件数及び合議率

【労3】労働関係民事通常訴訟事件新受事件の種類別･事情別割合

【労4】労働関係行政訴訟事件新受･既済･未済件数及び平均審理期間

【労5】労働審判事件新受･既済･未済件数及び既済平均審理期間

【労6】労働審判事件終局事由別既済件数の割合．

【労7】労働審判事件全国の地方裁判所ごとの新受件数

知的財産権関係事件

【知1】知的財産権関係民事通常訴訟事件新受･既済b未済件数及び平均審理期間

【知2】知的財産権関係民事通常訴訟事件事件の類型別新受件数

【知3】知的財産権関係審決取消訴訟(第一審)事件新受･既済･未済件数及び平均審理期間

【注】

各資料の末尾に｢(最高裁判所行政局調べ)｣と記載されているものの数値は､各庁からの報告を集計した概数であ
り、所定の修正を行うことがある。
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